
平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

i）高度道路交通システム

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの

成果目標

交・内科01
【内閣官房、
内閣府、警察
庁、総務省、
経済産業省、
国土交通省】

①データ構造に関する検
討、②マッピングされる動
的データの仕組み、③地
図データ更新手法に関す
る調査検討

交・内科01

更新頻度が異なる動的情
報(準静的、準動的、実時
間)を時間・空間的に統一
して扱うためのデータ構造
や更新手法など基盤技術
を確立する。

グローバルダイナミックマップ
基盤技術確立

グローバルダイナミックマップ
動作検証

グローバルダイナミックマップ
運用検証

グローバルダイナミックマップ
実運用展開

・ダイナミックマップ実現と
運用体制確立
・準自動走行システム(レ
ベル２)の市場化
・準自動走行システム(レ
ベル３)の市場化(2020年
代前半)

交・経01
【経済産業
省】

①情報基盤等の融合に向
けた革新的車載センサの
開発、②運転行動データ
の蓄積技術の確立、③自
動走行システムのフェー
ルセーフ技術の開発と国
際標準化

交・経01

自動走行システムの持つ
べきセンサ機能と検出した
データをダイナミックマップ
にフィードバックし情報共
有する社会実装に資す
る。

高機能３Dレンジセンサの詳
細設計等

・高機能３Dレンジセンサの試
作・性能検証等
・運転行動データベースの利
用方法の決定
・フェールセーフシステムの試
作・性能検証

・高機能３Dレンジセンサの車
載化と性能改良
・運転行動データベースの構
築

・車載高機能３Dレンジセンサ
の評価
・ドライバモデルの検証

・準自動走行システム(レ
ベル２)の市場化
・準自動走行システム(レ
ベル３)の市場化(2020年
代前半)

交・内科01

【内閣府、警
察庁、総務
省、経済産業
省、国土交通
省】

ダイナミックマップ情報の
更新手法に関する調査検
討を通じて、自動走行シス
テムにおける通信要件検
討

交・内科01

更新頻度が異なる動的情
報(準静的、準動的、実時
間)を時間・空間的に統一
して扱うためのデータ構造
や更新手法など基盤技術
を確立し、自動走行システ
ムの通信システムを確立
する。

車両との通信機能を用いた
グローバルダイナミックマップ
基盤技術確立

車両との通信機能を用いた
グローバルダイナミックマップ
動作検証

車両との通信機能を用いた
グローバルダイナミックマップ
運用検証

車両との通信機能を用いた
グローバルダイナミックマップ
実運用展開

交・総01
【総務省】

ダイナミックマップの特性
に合った高効率のリアルタ
イム更新・配信技術の開
発

交・総01

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制を構築
する。
・モデル地区を創設し、実
証を行う。
・国際標準化に向けた取
組を推進する。

―

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

交・内科16

【内閣府】

自動走行システムの基盤
となるダイナミックマップ関
連情報が反映されない時
などの不測事態における
ドライバーへの権限移譲
等、HMIの確立に取り組む

交・内科16

自動走行システムの基盤
となるダイナミックマップの
構築に向け、HMI技術の
確立に取り組み、社会に
受け入れられるシステム
の構築に資する。

自動走行システムの安全性
確保に必要なHMIの要件を検
討するための代表的な走行
シーンの選定を実施

本施策の検討対象とする自
動走行システムの選定を行
い、代表的な数シーンを対象
として、自動から手動に切り
替えに係る技術要件につい
てドライビングシミュレーショ
ンを活用した実験により検証
する

実証実験の結果を受けて、
HMIの技術要件を導き出す

HMI技術要件の確立に向け
継続検証

交・国01

【国土交通
省】

実環境では再現不可能な
事故につながりかねない
危険な場面を数多く再現
し、ドライバーやシステム
の挙動を確認することで、
自動走行システムを搭載
した自動車が実際の道路
を走行した場合に安全に
与える影響を検証するた
め、自動車技術総合機構
（旧交通安全環境研究所）
が所有するシミュレーター
を改良する。

交・国01

改良したドライビングシミュ
レーターを用いて自動走
行システムを搭載した自
動車が実際の道路を走行
した場合に安全に与える
影響の検証を実施し、メー
カーへの情報提供、開発
ガイドラインの策定等を行
う。

― 制御システム関係の整備
映像・音響及びドライバ状態
計測設備等の整備

モーション設備等の整備

３年間の検証可能な達成目標
各省事業・施策

（社会実装）

（１）自動走行シ
ステム(SIPを含
む)

・ダイナミックマップ
にマッピングされる
自動車、歩行者、イ
ンフラ設備などが安
全接続される通信
システムの開発・検
証 （SIPを含む）

【内閣府、警察庁、
総務省、経済産業
省、国土交通省】

各省事業・施策総合戦略2015の記載内容

・自動走行システム
の基盤となるダイナ
ミックマップ構築に
向けたデータの構
造化と運用体制の
構築、データベース
化(SIP)
【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、経済産業省、国
土交通省】

・ダイナミックマップ
未反映の不測事態
におけるドライバー
への権限移譲等、
ヒューマンマシンイ
ンタフェースの確立

(SIP)
【内閣府、国土交通

省】

・ダイナミックマップ実現と
運用体制確立

・準自動走行システム(レ
ベル２)の市場化

・準自動走行システム(レ
ベル３)の市場化(2020年

代前半)

・準自動走行システム(レ
ベル２)の市場化

・準自動走行システム(レ
ベル３)の市場化(2020年
代前半)
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

i）高度道路交通システム

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの

成果目標

３年間の検証可能な達成目標
各省事業・施策

（社会実装）
各省事業・施策総合戦略2015の記載内容

・自動走行システム
を構成する要素技
術による事故削減
効果を測定するシ
ミュレーションシステ
ムの開発 （SIP)
【内閣府、経済産業
省】

交・内科06

【内閣府、経
済産業省】

最新の交通事故データを
用いて交通事故をパター
ン化し、事故の発生傾向
の把握と自動走行システ
ムによる交通事故死者数
低減効果の推計に向け、
交通事故データの集計と
交通事故データの分析を
行う。

交・内科06

自動走行システムの導入
効果の測定に資するシ
ミュレーション技術の確立
を図る

交通事故死者低減効果見積
もり解析手法の確立

導入効果の測定に資するシ
ミュレーション技術の開発

導入効果の測定に資するシ
ミュレーション技術の確立

自動走行システムのモニタリ
ングによる事故回避効果の
推定とシミュレーション効果と
の有意性判断と、シミュレー
ションから推定される事故低
減施策の推定
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

i）高度道路交通システム

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの

成果目標

３年間の検証可能な達成目標
各省事業・施策

（社会実装）
各省事業・施策総合戦略2015の記載内容

(2) 地域コミュニ
ティ向け小型自
動走行システ
ム

交・総01
【総務省】

 自律型モビリティシステム
（自動走行技術、自動制
御技術等）の開発・実証

交・総01

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

―

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

交・経01
【経済産業
省】

①情報基盤等の融合に向
けた革新的車載センサの
開発、②運転行動データ
の蓄積技術の確立、③自
動走行システムのフェー
ルセーフ技術の開発と国
際標準化

交・経01

自動走行システムの持つ
べきセンサ機能と検出した
データをダイナミックマップ
にフィードバックし情報共
有する社会実装に資す
る。

高機能３Dレンジセンサの詳
細設計等

・高機能３Dレンジセンサの試
作・性能検証等
・運転行動データベースの利
用方法の決定
・フェールセーフシステムの試
作・性能検証

・高機能３Dレンジセンサの車
載化と性能改良
・運転行動データベースの構
築

・車載高機能３Dレンジセンサ
の評価
・ドライバモデルの検証

交・内科05
【内閣官房、
内閣府、警察
庁、総務省、
経済産業省、
国土交通省】

端末交通に関する検討と
して、ニーズ調査、利用
シーンの検討、サービス
の検討を行い機能の整理
を実施

交・内科05

自動走行システムに関す
る技術を活用した次世代
交通システムについて、幹
線交通と端末交通を組み
合わせたシステムを検討
し、効果の高い地域への
導入を促進する。

次世代交通システムが具備
すべき機能要件、地域コミュ
ニティ向け小型モビリティの
機能要件を整理する。

小型モビリティの具備すべき
技術仕様に基づき小型自動
走行システムの研究開発を
行う

小型自動走行システムの試
作者等を用いた社会実験を
実施し、実現性の検証を行う

モデル地区を選定し、社会実
証実験を推進する。都心部、
地方都市など、社会受容性を
含めた社会実装を推進する。

交・総01
【総務省】

 自律型モビリティシステム
（自動走行技術、自動制
御技術等）の開発・実証

交・総01

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

―

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

・技術仕様検討と要
素技術の開発

【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、経済産業省、国
土交通省】

・運転の困難な高齢者等
を念頭においた小型自動
走行システムの要素技術
の確立141



平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

i）高度道路交通システム

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの

成果目標

３年間の検証可能な達成目標
各省事業・施策

（社会実装）
各省事業・施策総合戦略2015の記載内容

交・経01
【経済産業
省】

①情報基盤等の融合に向
けた革新的車載センサの
開発、②運転行動データ
の蓄積技術の確立、③自
動走行システムのフェー
ルセーフ技術の開発と国
際標準化

交・経01

自動走行システムの持つ
べきセンサ機能と検出した
データをダイナミックマップ
にフィードバックし情報共
有する社会実装に資す
る。

高機能３Dレンジセンサの詳
細設計等

・高機能３Dレンジセンサの試
作・性能検証等
・運転行動データベースの利
用方法の決定
・フェールセーフシステムの試
作・性能検証

・高機能３Dレンジセンサの車
載化と性能改良
・運転行動データベースの構
築

・車載高機能３Dレンジセンサ
の評価
・ドライバモデルの検証

交・内科05
【内閣官房、
内閣府、警察
庁、総務省、
経済産業省、
国土交通省】

小型モビリティの特徴や利
用シーンを整理したうえ
で、導入に向けた要件を
整理し、その利用シーン導
入市場および市場に応じ
たシナリオを検討する。

交・内科05

自動走行システムに関す
る技術を活用した次世代
交通システムについて、幹
線交通と端末交通を組み
合わせた地域コミュニティ
のビジネスモデルを確立
する。

小型モビリティを活用した自
動走行システムの実現にあ
たって、技術や法制度等の今
後解決すべき課題を整理す
るとともに、サービスを普及す
る際のシナリオを検討する。

代表的なモデル地区を選定
し、小型モビリティを活用した
社会システムについてまと
め、ビジネスモデルとして継
続可能であるか、検討を行う

ユースケースを広げ、モデル
地区の対象を拡大したうえ
で、ビジネスモデルの成立性
について検討を行う

モデル地区における社会実
証実験を実施し、想定したビ
ジネスモデルの確度を検証す
る

・プローブデータや
自動車関連情報等
の利活用に向けた
データフォーマット
標準化

【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、経済産業省、国
土交通省】

交・内科01
【内閣官房、
内閣府、警察
庁、総務省、
経済産業省、
国土交通省】

ダイナミックマップに取り
込まれる情報の収集経路
の一つとして考えられてい
るプローブデータについ
て、データフォーマットの
標準化を検討する

交・内科01

プローブデータや自動車
関連情報等の利活用に向
けたデータフォーマットの
標準化に資する

グローバルダイナミックマップ
基盤技術確立を通してデータ
フォーマットの統一を図る

グローバルダイナミックマップ
動作検証により、データ
フォーマットの検証作業を実
施

グローバルダイナミックマップ
運用検証により、データ
フォーマットの正当性を検証。
標準化活動を並行して推進。

グローバルダイナミックマップ
実運用展開。データフォー
マットの国際標準化に向けた
活動を推進。

・交通データを含む
ビッグデータの各種
政策等への活用

【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、経済産業省、国
土交通省】

交・内科01
【内閣官房、
内閣府、警察
庁、総務省、
経済産業省、
国土交通省】

交通データを包含するダ
イナミックマップを通して
ビッグデータ分析、自動走
行以外への情報活用につ
いて検討する

交・内科01

交通データの利活用の一
環として、プローブデータ
や自動車関連情報等の
データフォーマットの標準
化を推進する

グローバルダイナミックマップ
基盤技術確立を通してビッグ
データの利活用の仕組みを
検討

グローバルダイナミックマップ
動作検証によるビッグデータ
分析で得られる各種情報を
整理

グローバルダイナミックマップ
運用検証により、ビッグデー
タ解析の手法を確立、実運用
に向けた検討を開始

実運用におけるビッグデータ
解析とその利活用に向けた
仕組みを確立する

道路交通分野以外での活
用による社会の利便性向
上と、データ整備・運用・
活用に係る新たなビジネ
スの創出

(3) 交通データ
利活用

・過疎地等での実証実験
を踏まえたビジネスモデル
の確立

・運転の困難な高齢者等
を念頭においた小型自動
走行システムの要素技術
の確立

・ビジネスモデルの
検討

【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、経済産業省、国
土交通省】
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

i）高度道路交通システム

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの

成果目標

３年間の検証可能な達成目標
各省事業・施策

（社会実装）
各省事業・施策総合戦略2015の記載内容

・バス停で車いすや
ベビーカーが自由
に乗降できる自動
停車等、ART車両
制御システム開発

【内閣府、警察庁、
総務省、経済産業
省、国土交通省】

交・内科02

【内閣府、警
察庁、総務
省、経済産業
省、国土交通
省】

次世代都市交通システム
(ART)の実現に向け、①
ARTの車両前後方向の速
度制御、②ARTの正着精
度向上のための車両左右
方向の操舵制御について
検討する

交・内科02

次世代都市交通システム
(ART)の実現に向けて、車
両の制御性に係る要素技
術の確立を図り、早期社
会実装を実現する

次世代都市交通システム要
素技術の要件調査

次世代都市交通システム要
素技術の確立と実証検証

東京都のARTにて、実検証計
画を検討

プレオリンピックまでに技術の
確立と実運用化に向けた運
用検証を実施

交・内科03

【内閣府、警
察庁、総務
省、経済産業
省、国土交通
省】

次世代都市交通システム
(ART)の実現に向け、①基
礎調査・システム構成検
討、②車載器側での優先
順位付与の可能性検討、
③公共交通優先道路と
PTPSに関する検討、④実
証実験計画の立案を行
う。

交・内科03

次世代都市交通システム
実現に向けて、ITSインフ
ラ・車両の連携手法の確
立に取り組み社会実装の
早期実現に資する。

ITSインフラ・車両の連携手法
の確立

次世代都市交通システム
(ART)の実検証に向け、東京
都、警察庁・警視庁と連携し
実証実験計画を策定する

東京都のARTを用いた、
PTPS既納の検証を含めた実
証実験を開始する

プレオリンピックまでに技術の
確立と実運用化に向けた運
用検証を実施

交・総01
【総務省】

 自律型モビリティシステム
（自動走行技術、自動制
御技術等）の開発・実証

交・総01

・「スマートＩｏＴ推進協議会
(仮称）」を設立し、産学官
連携の推進体制を構築す
る。
・モデル地区を創設し、実
証を行う。
・国際標準化に向けた取
組を推進する。

―

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

・すべての人にやさ
しく使いやすい移動
手段となるARTの
パッケージ化と輸出
体制の構築

【内閣府、警察庁、
総務省、経済産業
省、国土交通省】

交・内科05

【内閣府、警
察庁、総務
省、経済産業
省、国土交通
省】

モビリティ社会の実現に関
する調査を実施し、①幹
線交通に関する検討
（ART)、②端末交通に関
する検討(パーソナルモビ
リティ)、③全体のシステム
デザイン検討を実施

交・内科05

次世代都市交通システム
の今後の展開に向けた検
討を実施し、目標達成に
向けた技術開発、制度改
正、インフラ整備等のロー
ドマップを具体化する。

・ARTの特徴を整理するととも
に、導入市場および市場に応
じた導入シナリオを検討す
る。

継続して東京都に導入を進
めると共に、地方都市への展
開可能性、展開に向けたシス
テム要件等の精査する

東京都へのART導入経緯を
フィードバックし、地方都市、
地方への展開計画を精緻化
する

海外への展開を含めて標準
パッケージを構築する

・東京臨海部におけるART
の運用開始

・大会後のレガシー化

（5）社会実装に
向けた主な取
組  ・必要に応じた法制度等の環境整備 【内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省】

・モデル地区における実証社会受容性の向上 【内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省】
・国際的に開かれた研究開発環境の整備と国際標準化の推進 【内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省】

・定時運行実現の
ための公共交通優
先システムや交通
制約者の移動を支
援する歩行者等支
援情報通信システ

ム等のインフラ情報
システムの高度化

【内閣府、警察庁、
総務省、経済産業
省、国土交通省】

(4) 次世代都市
交通システム

(ART)

交・内科05
交・総01、交・内科05
交・総01、交・内科01、交・内科12
施策番号取組の内容
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ⅱ）新たなものづくりシステム

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容
施策
番号

施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

も・総01

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

も・総01

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・経02

ＩｏＴを活用した製造業の新
たなビジネスモデルの提
案
製造業が顧客に提供する
付加価値モデルの提案や
生産プロセスにおける汎
用データモデルの作成

も・経02

製造業の新たなビジネス
モデルのあり方に関する
検討を開始し、データモデ
ルを設計に取り組むことで
早期に実証ケースを作成

－
・総合的な推進体制の構築
・データモデルの作成及びス
マート工場の実証

・スマート工場実証の効果検
証
・データモデルの作成及びス
マート工場の実証

－

も・文01

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携

を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工知
能技術に係る高度人材を年
500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工知
能技術に係る高度人材を年
500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工知
能技術に係る高度人材を年
500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

文部科学省

も・内科01

革新的な超上流設計技術
と革新的システム設計技
術の開発
顕在化していないユーザ
ニーズを先取りする仕組
みづくり

も・内科01

・イノベーションが生じるメ
カニズムを実証、実践
・国内外の市場に展開し
ていくまでの全体のストー
リーの検討

・新たな設計手法のプラット
フォーム、プロトタイプの試作
試作、原理検証
・複雑現象シミュレーション技
術開発

新たな設計手法のプラット
フォーム（設計支援ツール等）
のプロトタイプを9件完成

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術の連携を
開始する

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術を連携
し、6件の実使用を開始する

各省事業・施策総合戦略2015の記載内容
各省事業・施策
（社会実装）

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う

（１）サプライ
チェーンシステ
ムのプラット
フォーム構築
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省】

製品企画、設計からメンテ
ナンスまでのエンジニアリ
ングプロセス、加工・組立
てプロセス、部素材の調
達や販売等の情報を、工
程、組織を超えて繋ぐサプ
ライチェーンシステムのプ
ラットフォームの実用化

ＩｏＴ、ビッグデータ、
ＡＩ等を用いたエン
ジニアリングチェー
ンや生産プロセス
チェーン等を統合し
た、新たなサプライ
チェーンシステムの
プラットフォーム構
築（データフォー
マットやインター
フェース、ネット
ワーク技術、プロセ
ス間の問題をフィー
ドバックするシステ
ムの開発等）
 【総務省、経済産
業省】

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

ユーザーや製品か
らの情報収集技術
や収集されたビッグ
データの解析技術
等の開発による潜
在的ニーズの探
索、それらに基づく
ユーザーニーズを
先取りした製品企
画、及び高精度・高
速なシミュレーショ
ンや解析による最
適設計技術等の開
発（ＳＩＰを含む）
 【内閣府、文部科
学省、経済産業省】

も・経05

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05

ユーザーニーズを先取り
した製品企画と設計技術
の実用化

概念設計プラットフォームの開発と成形問題（溶接等）のシミュレーションシステム、材料、制御法等の開発
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（１）サプライ
チェーンシステ
ムのプラット
フォーム構築
（ＳＩＰを含む）
【内閣府、総務
省、文部科学
省、経済産業
省】

脳情報を元に潜在
的ニーズの探索を
可能にするため、
脳活動の計測技術
の先駆的研究開発
【総務省】

も・総02
脳情報による無意識での
価値判断を活用した評価
手法の研究開発

も・総02

産業応用として、NICT、
CiNet内に企業連携室を
設定しており、同室の活動
によって、コンソーシアム
の形成や共同研究開発等
の取組みを実施すること
で、社会全体の技術展開
と普及への取組み

・160分の動画データ（9600枚
の画像）に対するアノテーショ
ン（描写）(5名)を実施
・5名程度による印象評価実
験の実施

・H27年度のアノテーション
データの増強(アノテータの増
加)
・H27年度アノテーションデー
タの動画の増強
・CMデータに対する評価実験

・H27、H28年度のアノテーショ
ンデータの増強(アノテータの
増加)
・H27、H28年度アノテーション
データの動画の増強
・音響データを加えた評価実
験

・H27、H28、H29年度アノテー
ションデータの動画の増強
・H27、H28、H29年度のアノ
テーションデータの増強(アノ
テータの増加)

ユーザーニーズを先取り
した製品企画と設計技術
の実用化

も・内科01

生産・製造の新技術、複
合化技術の開発
複雑形状の製造技術の確
立と工作機械の知能化

も・内科01

・イノベーションが生じるメ
カニズムを実証、実践
・国内外の市場に展開し
ていくまでの全体のストー
リーの検討

・新たな設計手法のプラット
フォーム、プロトタイプの試作
試作、原理検証
・複雑現象シミュレーション技
術開発

新たな生産・製造技術につい
て、9件の一次試作及び原理
検証を完了

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術の連携を
開始する

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術を連携
し、6件の実使用を開始する

も・経01

少量多品種で高付加価値
の製品・部品の製造に適
した３Ｄプリンタの技術開
発や実用化にむけた実証
等

も・経01

標準化や規格化の検討に
ついて、技術研究組合をＩ
ＳＯの国内審議団体として
登録し、今後国際標準ＴＣ
２６１へ我が国の意見を反
映することを検討
また、実際のユーザー企
業ニーズに合わせた製品
試作を実施

開発最終目標の半分のス
ペック（造形速度を、平成２５
年度時点海外装置の約５倍、
製品精度は約２．５倍等）の
試験装置を完成させる

開発最終目標のスペック（造
形速度を、平成２５年度時点
海外装置の約１０倍、製品精
度は約５倍）達成のため、さら
なる高速・高精度化を目指す
また、実証を行うことで実際に
企業への導入を目指す

開発最終目標のスペック（造
形速度を、平成２５年度時点
海外装置の約１０倍、製品精
度は約５倍）達成のため、さら
なる高速・高精度化を目指す
また、実証を行うことで実際に
企業への導入を目指す

積層造形速度が平成２５年度
時点海外機の１０倍（５００㏄/
時間）、同製品精度が５倍（±
２０μm）となる高速・高性能
三次元積層造形装置（３Ｄプ
リンタ）を開発
また、実証を行うことで実際に
企業３社への導入を目指す

も・経04
高輝度・高効率の次世代
レーザー技術開発

も・経04

研究開発にはステージ
ゲートを設け、着実に成果
が達成されるようマネジメ
ントを実施

－

も・内科01

生産・製造の新技術、複
合化技術の開発
複雑形状の製造技術の確
立と工作機械の知能化

も・内科01

・イノベーションが生じるメ
カニズムを実証、実践
・国内外の市場に展開し
ていくまでの全体のストー
リーの検討

・新たな設計手法のプラット
フォーム、プロトタイプの試作
試作、原理検証
・複雑現象シミュレーション技
術開発

新たな生産・製造技術につい
て、9件の一次試作及び原理
検証を完了

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術の連携を
開始する

イノベーションスタイルの推進
により、新たな設計手法、新
たな生産・製造技術を連携
し、6件の実使用を開始する

も・経03
ロボット活用型市場化適
用技術開発
市場ニーズに即応したロ
ボットの技術開発

も・経03

市場化の前提となる規制
緩和、必要な安全規制の
構築、標準化等を併せて
推進

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・現場への導入

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・現場への導入

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・現場への導入

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・現場への導入

生産に関するノウ
ハウや熟練技術者
が有する匠の技の
形式知化とそれら
を活用した知能化
機器の開発、及び、
機器間連携やネッ
トワーク技術を活用
した生産ラインや
人・ロボット協調ラ
イン等の構築に向
けた研究開発（ＳＩＰ
を含む）
【内閣府、経済産業
省】

・ 超硬合金、ニッケル合金
等の難加工材の加工速
度・精度向上の実現
・ ナノ光造形や３Ｄ造形を
実現する鋳型技術等の高
付加価値製品の製造拠点
の構築

機器間連携やネットワーク
技術を活用した生産ライン
や人・ロボット協調ライン
の構築することによる、柔
軟で常に最適化された生
産システムの実現

様々な材料に対し
て、複雑形状を高
速・高精度に加工
する技術の開発（Ｓ
ＩＰを含む）
【内閣府、経済産業
省】

平成３２年度までに、
・出力１００Ｗ、総合効率５０％以上の短波長領域の高輝度・高効率レーザーシステム
・出力１ｋＪ、総合効率２０％以上の高輝度・高効率レーザーシステム
・出力１ｋＪ、総合効率８０％以上の次世代高輝度・高効率レーザー光源を開発する。
（出力や総合効率などについての目標値は、開始年度に改めて設定）

（２）革新的な生
産技術の開発
（ＳＩＰを含む）
 【内閣府、経済
産業省】

（3）社会実装に
向けた主な取
組

取組の内容 施策番号
・情報を適切に管理する情報システムの構築（情報の共有化/秘匿化を適切に管理するセキュリティ技術の開発）【経済産業省】 も・経05
・ ユーザーニーズと技術をマッチングするための場の構築と、人材の育成のための、研究開発法人や地域の公設試、大学等が中核となった仕組みの構築
【文部科学省、経済産業省】

も・文01、も・経05
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

ⅲ）統合型材料開発システム（マテリアルズインテグレーションシステム）

今年度の検証
可能な達成目標

総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

材・文01

・データベース基盤整備・
拡充によりインフォマティ
クス技術基盤の確立

・データの登録・利用推進
に向けた取組

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化/研究体制の
構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

・サーバの充実、インター
フェース開発等、方針・方策
に則ったデータベースの構築

・事業推進によるハブの組織
化・充実

・データ構造とサーバ階層の
標準化、通信環境整備等、構
築したデータベースのユー
ザーフレンドリー化を推進し、
情報科学の専門家でなくても
ツールとして利用可能なシス
テム開発

・クロスアポイントメント制度
の導入による外部研究者の
NIMSでの雇用や、若手研究
者の雇用の拡充

・データのオープン/シェア/ク
ローズポリシーにそったデー
タ管理や、堅牢なセキュリティ
の導入により、信頼性の高い
プラットフォームを構築

・各大学や研究機関の研究
者や、企業研究者が柔軟に
拠点に参画できる制度を確立
し、人材の糾合と人材育成の
場としての拠点化を推進

材・経02

高度な計算科学、高速試
作・革新プロセス技術及び
先端計測評価技術を駆使
して、革新的な材料開発
基盤技術を構築

-

材・文01

・データベース基盤整備・
拡充によりインフォマティ
クス技術基盤の確立

・データの登録・利用推進
に向けた取組

・ハブの体制・方針決定、及
び組織化

・研究体制の構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

・サーバの充実、インター
フェース開発等、方針・方策
に則ったデータベースの構築

・事業推進によるハブの組織
化・充実

・データ構造とサーバ階層の
標準化、通信環境整備等、構
築したデータベースのユー
ザーフレンドリー化を推進し、
情報科学の専門家でなくても
ツールとして利用可能なシス
テム開発

・データのオープン/シェア/ク
ローズポリシーにそったデー
タ管理や、堅牢なセキュリティ
の導入により、信頼性の高い
プラットフォームを構築

材・経02

高度な計算科学、高速試
作・革新プロセス技術及び
先端計測評価技術を駆使
して、革新的な材料開発
基盤技術を構築

-

・ データ駆動型材料探
索、材料性能予測を可能
とする材料データベース
の運用

・ データベースを運用する
中核拠点の構築とデータ
ベースのネットワーク化

革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を
目指す。

・ 各種データベース
のデータフォーマッ
トの標準化、データ
変換技術、ユー
ザーフレンドリーな
インターフェース、
情報の共有/秘匿
を適切に管理する
ためのセキュリティ
技術等の開発
　【文部科学省、
　　経済産業省】 革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を

目指す。

・ 第一原理計算に
基づく基礎的データ
と実験、計測、シ
ミュレーション等で
得られる国内外の
各種材料データを
含むデータベース
の構築
　【文部科学省、
　　経済産業省】

材・文01
材・経02

材・文01：文部科学省
＜各種戦略策定＞
・国内外の研究機関や大
学等の利用を想定し、材
料データの共有方法や
オープン／クローズポリ
シーといったデータベース
利活用に関する運用ポリ
シーを策定
・民間企業の研究者で構
成される出口戦略会議を
設置
・他機関とも連携し技術の
国際動向・知財調査、知
財戦略等の立案・推進

＜人材育成・確保＞
・クロスアポイントメント制
度の活用を推進する等、
拠点への研究者の積極的
参画に向けた取組

材・経02：経済産業省
・素材産業やユーザー企
業はじめ内外の供給者／
需要者を幅広く巻き込ん
だ産学官でのオープンイノ
ベーション体制（知財戦略
含む）を構築

３年間の検証可能な達成目標総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

（１）信頼性の
高い材料デー
タベースの構築
 【文部科学省、
経済産業省】
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材・文01

・情報科学的な手法を材
料分野へ適用するアルゴ
リズムに特化した研究

・データベースを用いた先
導研究(データ駆動型材料
研究の試行)

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化

・研究体制の構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

機械学習など情報科学的な
手法を材料分野へ適用する
アルゴリズムに特化した研究
を推進

機械学習など情報科学的な
手法を材料分野へ適用する
アルゴリズムに特化した研究
を推進

・新物質探索に最適化した情
報科学ツールを、機能性材料
等主要分野の先導研究へ導
入し、データベースを用いた
データ駆動型アプローチによ
り、電池材料や磁性材料など
要求物性を実現し得る新物
質候補を見出す

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

・「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築

・文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

材・経02

高度な計算科学、高速試
作・革新プロセス技術及び
先端計測評価技術を駆使
して、革新的な材料開発
基盤技術を構築

―

材・文01

・情報科学的な手法を材
料分野へ適用するアルゴ
リズムに特化した研究

・データベースを用いた先
導研究(データ駆動型材料
研究の試行)

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化

・研究体制の構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

既存のデータを用いたデータ
駆動型材料研究の試行を、
畜電池、磁性および伝熱制
御材料等について推進

データベースを用いたデータ
駆動型研究の推進から得ら
れた新たなデータのデータ
ベースへの格納により、デー
タベースの質・量を更に充実

新物質探索に最適化した情
報科学ツールを、機能性材料
等主要分野の先導研究へ導
入し、データベースを用いた
データ駆動型アプローチによ
り、電池材料や磁性材料など
要求物性を実現し得る新物
質候補を見出す

材・経02

高度な計算科学、高速試
作・革新プロセス技術及び
先端計測評価技術を駆使
して、革新的な材料開発
基盤技術を構築

-

・ 各種データベース
を横断的にデータ
マイニングし、求め
る機能や特性を有
する材料を発掘す
る技術の開発
　【文部科学省、
　　経済産業省】

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

・ 探索ツール及び各種検
索エンジンの実用化

・ 試作システムによる運
用開始

・ マテリアルズインテグ
レーションシステムの有用
性確認

材・文01：文部科学省
＜各種戦略策定＞
・国内外の研究機関や大
学等の利用を想定し、材
料データの共有方法や
オープン／クローズポリ
シーといったデータベース
利活用に関する運用ポリ
シーを策定
・民間企業の研究者で構
成される出口戦略会議を
設置
・他機関とも連携し技術の
国際動向・知財調査、知
財戦略等の立案・推進

＜人材育成・確保＞
・クロスアポイントメント制
度の活用を推進する等、
拠点への研究者の積極的
参画に向けた取組を行う。

材・経02：経済産業省
・素材産業やユーザー企
業はじめ内外の供給者／
需要者を幅広く巻き込ん
だ産学官でのオープンイノ
ベーション体制（知財戦略
含む）を構築

も・経05：経済産業省
・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

材・文01
材・経02
も・経05 革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を

目指す。

・ 材料組成と製造
プロセスから材料
特性・性能を予測す
る技術の開発
　【文部科学省、
　　経済産業省】

革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を
目指す。

（２）データベー
スを活用した
ニーズ対応型
材料開発技術

の確立
【文部科学省、
経済産業省】
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材・文01

・情報科学的な手法を材
料分野へ適用するアルゴ
リズムに特化した研究

・データベースを用いた先
導研究(データ駆動型材料
研究の試行)

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化

・研究体制の構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

機械学習など情報科学的な
手法を材料分野へ適用する
アルゴリズムに特化した研究
を推進

機械学習など情報科学的な
手法を材料分野へ適用する
アルゴリズムに特化した研究

新物質探索に最適化した情
報科学ツールを、機能性材料
等主要分野の先導研究へ導
入し、データベースを用いた
データ駆動型アプローチによ
り、電池材料や磁性材料など
要求物性を実現し得る新物
質候補を見出す

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

・「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築

・文部科学省との共同事業を
はじめとする他府省との連携
を検討

材・文01

・情報科学的な手法を材
料分野へ適用するアルゴ
リズムに特化した研究

・データベースを用いた先
導研究(データ駆動型材料
研究の試行)

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化

・研究体制の構築

・データの収集・連携・整理方
策の確立

H30年度目標に向けH27年度
の達成状況により決定

H30年度目標に向けH28年度
の達成状況により決定

新物質探索に最適化した情
報科学ツールを、機能性材料
等主要分野の先導研究へ導
入し、データベースを用いた
データ駆動型アプローチによ
り、電池材料や磁性材料など
要求物性を実現し得る新物
質候補を見出す

材・経02

高度な計算科学、高速試
作・革新プロセス技術及び
先端計測評価技術を駆使
して、革新的な材料開発
基盤技術を構築

-

・ 探索ツール及び各種検
索エンジンの実用化

・ 試作システムによる運
用開始

・ マテリアルズインテグ
レーションシステムの有用
性確認

（２）データベー
スを活用した
ニーズ対応型
材料開発技術

の確立
【文部科学省、
経済産業省】

材・文01：文部科学省
＜各種戦略策定＞
・国内外の研究機関や大
学等の利用を想定し、材
料データの共有方法や
オープン／クローズポリ
シーといったデータベース
利活用に関する運用ポリ
シーを策定
・民間企業の研究者で構
成される出口戦略会議を
設置
・他機関とも連携し技術の
国際動向・知財調査、知
財戦略等の立案・推進

＜人材育成・確保＞
・クロスアポイントメント制
度の活用を推進する等、
拠点への研究者の積極的
参画に向けた取組を行う。

材・経02：経済産業省
・素材産業やユーザー企
業はじめ内外の供給者／
需要者を幅広く巻き込ん
だ産学官でのオープンイノ
ベーション体制（知財戦略
含む）を構築

も・経05：経済産業省
・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

材・文01
材・経02
も・経05

・ 生産課題、顧客
ニーズ、各国の研
究開発動向等の
ビッグデータを収集
し、解析する技術の
開発
　【文部科学省、
　　経済産業省】

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

・ 上記開発技術を
統合して短時間で
材料開発を可能と
する技術の開発
　【文部科学省、
　　経済産業省】

革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を
目指す。
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4

・ 材料の安全性評
価技術の開発
　【経済産業省】

経済産業省

材・文01
材・経02

材・文01：文部科学省
＜各種戦略策定＞
・国内外の研究機関や大
学等の利用を想定し、材
料データの共有方法や
オープン／クローズポリ
シーといったデータベース
利活用に関する運用ポリ
シーを策定
・民間企業の研究者で構
成される出口戦略会議を
設置
・他機関とも連携し技術の
国際動向・知財調査、知
財戦略等の立案・推進

＜人材育成・確保＞
・クロスアポイントメント制
度の活用を推進する等、
拠点への研究者の積極的
参画に向けた取組を行う。

材・経02：経済産業省
・素材産業やユーザー企
業はじめ内外の供給者／
需要者を幅広く巻き込ん
だ産学官でのオープンイノ
ベーション体制（知財戦略
含む）を構築

・ 高速で高効率な検証技
術の確立（材料性能評価
期間の一桁短縮）

・データベースを活用した先
導研究

・プロセス技術開発を行って
いる他事業と密接に連携し、
候補材料の製造、評価と予
測結果との検証を行い、
フィードバックすることで、新
物質探索システムとしての性
能向上を図る

つくばイノベーションアリーナのコア研究領域の一つとしてナノ材料安全評価を定めており、産総研において、ナノ材料の安全性評価手法の確立等に向けた取組を実施

（４）社会実装
に向けた主な
取組

取組の内容 施策番号
・ 我が国の産業競争力を考慮したデータの公開/非公開範囲の戦略的策定　（データのオープン・クローズ戦略）　　【文部科学省、経済産業省】 材・文01

材・経02
も・経05

・ データベース化により利用価値の向上した材料データの活用戦略策定（海外とのデータベース相互利用・取引戦略）　　【文部科学省、経済産業省】
・ 材料と計算・情報・数理科学の融合領域に精通した人材育成 　　【文部科学省、経済産業省】

・ 試験用素材作製
装置の小型化・集
積化・自動化及び
材料評価装置の高

速化
　【文部科学省、
　　経済産業省】

材・経02

・高速・省エネで試作する
ための高速試作・革新プ
ロセス技術開発

-
革新的な機能性材料の創製とその開発期間の劇的な短縮（試作回数・開発期間を1/20）を
目指す。

材・文01

データ駆動型材料研究の
実効的な利活用にむけた
研究プログラム等の実施
（候補材の製造・評価およ
び新たな実験データを効
率的に生み出す高速な材
料施策・評価等）

・ハブ拠点の体制・方針決
定、及び組織化

・研究体制の構築

・既存データを用いた先導研
究

（３）高速で高効
率な材料試作、
計測・評価技術
の確立 【文部
科学省、経済
産業省】
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平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

iⅴ）地域包括ケアシステムの推進

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

地・総02

Personal Health Recordの
標準的プラットフォームの
整備とElectronic Health
Recordの裾野拡大

地・総02
・PHRプラットフォームの整
備に向け、実証を行い、普
及展開を図る

-
健康指標の改善等（フィール
ド実証等を通じて検証を行う
予定）

健康指標の改善等（フィール
ド実証等を通じて検証を行う
予定）

-

内閣官房

厚労省

・ ＩｏＴ時代に対応し
た超高速性、安全
性、安定性を兼ね
備えた革新的な
ネットワーク基盤技
術
 【総務省】

地・総03
革新的なネットワーク基盤
技術の研究開発

地・総03

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

-

・ モデル地区の選定
・ 総合的な推進体制の構築
・ 自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・ モデル地区の創設
・ 基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・ モデル地区による社会実証
の推進
・ 実用化に向けた詳細検討
等

次世代の効果的な医療・
介護サービスの提供

地・総03
センシング機能を利用した
自律型モビリティシステム
の開発

地・総03

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

-

・ モデル地区の選定
・ 総合的な推進体制の構築
・ 自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・ モデル地区の創設
・ 基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・ モデル地区による社会実証
の推進
・ 実用化に向けた詳細検討
等

地・経02
ウェアラブルモニターで実
現する循環器診断支援技
術の開発

地・経02

・人に対する有効性の証
明とコンセンサスの取得
・医療機器の安全性の確
保
・臨床試験計画案作成

- プロトタイプの構築
当該医療機器・システムの研
究開発（実用化研究）

当該医療機器・システムの実
用化可能なレベルでの確立

地・総01
次世代救急自動車の研究
開発

地・総01
研究成果を「救急自動車
の要件」等に盛り込む

-
次世代救急自動車の研究開
発
（調査及び試作車設計）

次世代救急自動車の研究開
発
（試作車開発）

次世代救急自動車の研究開
発
（実証試験）

地・総03
センシング機能を利用した
自律型モビリティシステム
の開発

地・総03

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

-

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

各省事業・施策総合戦略2015の記載内容
各省事業・施策
（社会実装）

引き続き、次世代医療ICT基盤協議会に参画し、内閣官房等と連携しつつ取組を推進

・ センシング技術
 【総務省、経済産
業省】

次世代医療ＩＣＴ基盤協議会にて、医療ＩＣＴ基盤の構築及び次世代医療ＩＣＴ化推進のために、アウトカムを含む標準化されたデジタルデータの収集と利活用を円滑に行う全国規模の仕組みの
構築と臨床におけるＩＣＴの徹底的な適用による高度で効率的な次世代医療の実現と国際標準の獲得を目指して取組が検討されている。2020年までの5年間を集中取組期間とし下記の取組
が推進予定。また、国等が保有するデータベースの連携等に向けた工程表やデータを活用した医療の質の向上や研究開発の促進等のプログラムを年度内に次世代医療ＩＣＴ基盤協議会にて
策定予定。
・ マイナンバー制度のインフラを活用した医療等分野における番号制度の導入
・ 医療等分野でのデータのデジタル化・標準化の推進/地域医療情報連携（介護）等の推進
・ 医療介護政策（医療介護の質の向上、研究開発促進、医療介護費用の適性化等）へのデータの一層の活用
・ 民間ヘルスケアビジネス等による医療等分野のデータ利活用の環境整備

（１）
予防・医療・介
護分野等の次
世代基盤構
築、環境整備
（大会プロジェ
クト①及び③の
一部を含む）

標準規格に基づく医療及
び介護に関するデータ
ベースの構築

次世代の効果的な医療・
介護サービスの提供

・ 次世代医療ＩＣＴ
基盤の構築
 【内閣官房、総務
省、厚生労働省】

センシングデータのデータ
ベースへの実装
・ 次世代の効果的な医
療・介護サービスの提供

・ センシング機能に
より使用者の操作
をアシストする車い
す、ロボット介護機
器等自立行動支援
技術・自律型モビリ
ティの開発（大会プ
ロジェクト③の一部
を含む）
【警察庁、総務省、
厚生労働省、経済
産業省、国土交通
省】

各種センシング技術を応
用した使用者の操作をア

シストする車いす、ロボット
介護機器等自立行動支援
技術・自律型モビリティの

製品化

次世代の効果的な医療・
介護サービスの提供
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警察庁
厚労省

地・経03
・厚労省との連携により現場
ニーズを踏まえたロボット介
護機器の開発の継続

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・市場への導入

・補助事業の成果の検証・絞
り込み
・市場への導入

-

地・国01

衛星測位が困難な箇所を
含む屋内測位環境の改善
と屋内外における測位の
相互連携及び屋内空間3
次元地図の整備・更新に
関する技術の開発

地・国01

・技術基準の一般公開お
よび関連企業と団体との
調整を行い標準化された
技術の浸透を促進
・サービスプロバイダーと
共にデータ試作や実証実
験を行う

・屋内外シームレス測位の技
術動向調査及び技術基準の
素案の作成

・３次元地図の仕様案の作成

・屋内外シームレス測位実現
のための技術基準及びガイド
ライン(案)の作成
・３次元地図の効率的な整
備・更新手法の開発

・屋内外シームレス測位実現
のための技術基準及びガイド
ラインの作成
・３次元地図の整備・更新の
ための技術基準及びマニュア
ルの作成

-

地・国01

衛星測位が困難な箇所を
含む屋内測位環境の改善
と屋内外における測位の
相互連携及び屋内空間3
次元地図の整備・更新に
関する技術の開発

地・国01

・技術基準の一般公開お
よび関連企業と団体との
調整を行い標準化された
技術の浸透を促進
・サービスプロバイダーと
共にデータ試作や実証実
験を行う

・屋内外シームレス測位の技
術動向調査及び技術基準の
素案の作成

・３次元地図の仕様案の作成

・屋内外シームレス測位実現
のための技術基準及びガイド
ライン(案)の作成
・３次元地図の効率的な整
備・更新手法の開発

・屋内外シームレス測位実現
のための技術基準及びガイド
ラインの作成
・３次元地図の整備・更新の
ための技術基準及びマニュア
ルの作成

-

地・国02

屋内外電子地図や屋内測
位環境等の空間情報イン
フラの整備・活用、空間情
報インフラを効率的・効果
的に整備する仕組みや継
続的に維持・更新する体
制の構築の検討

地・国02

・空間情報インフラの整
備・活用の促進に向けた
検討・実証
・高度測位環境を活用した
新たなサービスの検討

-

・空間情報インフラの面的な
整備・活用実証の実施（空港
や競技場等における屋内外
シームレス誘導や業務効率
化などのサービス見える化実
証）
・屋内地図の整備、更新、流
通に向けた体制の立ち上げ、
空間情報インフラ整備ガイド
ラインの補完
・将来的に実現を目指す新た
なサービスの検討（施設管理
面からのサービス検討）

・空間情報インフラの面的な
整備・活用実証の実施（オリ
パラ関連施設等における実
証の実施）
・将来的に実現を目指す新た
なサービスの検討（施設管理
面からのサービス検討）

・空間情報インフラの面的な
整備・活用実証の実施（オリ
パラでのサービス実現を見据
えた各省施策連携による複
合的大規模実証等）

・ システム利用スキ
ルの教育手法の開
発
 【厚生労働省】

地・厚01 -
遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

人材育成プログラムの開
発、導入

・ 多職種連携スキ
ルの教育手法の開
発
 【厚生労働省】

地・厚01 -
遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

遠隔医療実施施設数（在宅
医療分野）の増加

人材育成プログラムの開
発、導入

（２）
次世代予防・医
療・介護サービ
スの提供

遠隔医療実施に必要となる基本的な技術の習得に加え、留意すべ
き法制度等の理解を図る

医療職や介護職、自治体職員等、広く遠隔医療に係る職種を対象と
し、多職種間の連携に必要な基本的なスキルの習得を目指す

屋外・屋内測位技術の確
立及び３次元地図の整備
促進

次世代の効果的な医療・
介護サービスの提供

・ 屋外・屋内測位の
実現及び３次元地
図の整備・更新に
関する技術開発（大
会プロジェクト①の
一部を含む）
 【国土交通省】

（１）
予防・医療・介
護分野等の次
世代基盤構
築、環境整備
（大会プロジェ
クト①及び③の
一部を含む）

・ センシング機能に
より使用者の操作
をアシストする車い
す、ロボット介護機
器等自立行動支援
技術・自律型モビリ
ティの開発（大会プ
ロジェクト③の一部
を含む）
【警察庁、総務省、
厚生労働省、経済
産業省、国土交通
省】

各種センシング技術を応
用した使用者の操作をア

シストする車いす、ロボット
介護機器等自立行動支援
技術・自律型モビリティの

製品化

次世代の効果的な医療・
介護サービスの提供

安全確保の観点から社会実装に際して必要な措置について検討を行う
福祉用具・介護ロボット実用化支援事業などを通じて現場ニーズの伝達や試作機器の実証などの取組を支援

高齢者の自立支援、介護実施者の負担軽減に資するロボット介護
機器の開発
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地・総03

・ 「スマートＩｏＴ推進協議
会 (仮称）」を設立し、産学
官連携の推進体制の構築
を図る
・モデル地区を創設し、実
証を行う
・国際標準化に向けた取
組を推進する

-

・モデル地区の選定
・総合的な推進体制の構築
・自律型モビリティシステムを
実現する高精度かつ安全な
プラットフォームの基礎検討

・モデル地区の創設
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・モデル地区による社会実証
の推進
・実用化に向けた詳細検討等

地・総01
・救急自動車最適運用シ
ステムの実証

-
次世代救急自動車の研究開
発
（調査及び試作車設計）

次世代救急自動車の研究開
発
（試作車開発）

次世代救急自動車の研究開
発
（実証試験）

も・文01
（再掲）

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
（再掲）

プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携

を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

厚労省

内閣官房

次世代解析技術による有
用な医療・介護情報の提
供

（３）
データの収集、
共有、解析、検
証 介護現場に関する知見の提供等の点において各省に協力し、取組を推進

・ 次世代解析技術
開発
 【内閣官房、総務
省、文部科学省、厚
生労働省、経済産
業省】

【再掲】次世代医療ＩＣＴ基盤協議会にて、医療ＩＣＴ基盤の構築及び次世代医療ＩＣＴ化推進のために、アウトカムを含む標準化されたデジタルデータの収集と利活用を円滑に行う全国規模の仕
組みの構築と臨床におけるＩＣＴの徹底的な適用による高度で効率的な次世代医療の実現と国際標準の獲得を目指して取組が検討されている。2020年までの5年間を集中取組期間とし下記
の取組が推進予定。また、国等が保有するデータベースの連携等に向けた工程表やデータを活用した医療の質の向上や研究開発の促進等のプログラムを年度内に次世代医療ＩＣＴ基盤協議
会にて策定予定。
・ マイナンバー制度のインフラを活用した医療等分野における番号制度の導入
・ 医療等分野でのデータのデジタル化・標準化の推進/地域医療情報連携（介護）等の推進
・ 医療介護政策（医療介護の質の向上、研究開発促進、医療介護費用の適性化等）へのデータの一層の活用
・ 民間ヘルスケアビジネス等による医療等分野のデータ利活用の環境整備

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う

地・総03

次世代解析技術の研究開
発（次世代救急自動車の
運用最適化、自律型モビ
リティシステムの最適制御
技術）
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内閣官房

次世代解析技術による有
用な医療・介護情報の提
供

（３）
データの収集、
共有、解析、検
証

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術

・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

（４）社会実装
に向けた主な
取組

・ 「３．重点的取組（１）から（３）」の取組を原則モデル地区を設定して検証
【総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省】

・ センサ機器のデータフォーマットの標準化によるデータベースの構築
【内閣官房、厚生労働省】

・個人情報保護のための情報セキュリティ技術の開発
【総務省、文部科学省、経済産業省】

地・総02
地・総03
地・国02

・内閣官房
・厚労省

地・経01

施策番号取組の内容

・ 評価測定基準の
開発
 【内閣官房、経済
産業省】

【再掲】次世代医療ＩＣＴ基盤協議会にて、医療ＩＣＴ基盤の構築及び次世代医療ＩＣＴ化推進のために、アウトカムを含む標準化されたデジタルデータの収集と利活用を円滑に行う全国規模の仕
組みの構築と臨床におけるＩＣＴの徹底的な適用による高度で効率的な次世代医療の実現と国際標準の獲得を目指して取組が検討されている。2020年までの5年間を集中取組期間とし下記
の取組が推進予定。また、国等が保有するデータベースの連携等に向けた工程表やデータを活用した医療の質の向上や研究開発の促進等のプログラムを年度内に次世代医療ＩＣＴ基盤協議
会にて策定予定。
・ マイナンバー制度のインフラを活用した医療等分野における番号制度の導入
・ 医療等分野でのデータのデジタル化・標準化の推進/地域医療情報連携（介護）等の推進
・ 医療介護政策（医療介護の質の向上、研究開発促進、医療介護費用の適性化等）へのデータの一層の活用
・ 民間ヘルスケアビジネス等による医療等分野のデータ利活用の環境整備

153



平成28年度アクションプラン対象施策に基づく関連表

Ⅳ．我が国の強みを活かしＩｏＴ、ビッグデータ等を駆使した新産業の育成

ⅴ）おもてなしシステム

今年度の検証
可能な達成目標

３年間の検証可能な達成目標
総合戦略2015の
記載内容

重点的取組 ①取組の内容 施策番号 施策内容 施策番号 施策内容 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
②2020年までの
成果目標

お・総01
多言語音声翻訳技術の精
度向上に関する研究開発
の実施

文部科学省

多言語音声翻訳の精度の
向上にも資するコーパス
がある場合には、相互利
用のための情報を共有

・ 多言語音声翻訳
システムの運用
サーバー構築技術
の確立及び民間企
業での実用化
 【総務省】

お・総01
多言語音声翻訳アプリ
ケーションの研究開発の
実施

お・総01

国立研究開発法人情報通
信研究機構が開発した多
言語音声翻訳を社会展開
するための研究開発の実
施

－
社会実証を通じてクラウド型
翻訳サービスプラットフォーム
への必要な基本機能の構築

継続して社会実証を行うこと
によるクラウド型翻訳サービ
スプラットフォームの改良

お・総01
多言語音声翻訳アプリ
ケーションの社会実装の
実施

－
社会実証を通じて利用シーン
毎の課題の抽出等

継続して社会実証を行うこと
により利用シーン毎に多言語
音声翻訳システムの評価を
実施

地・国02
（再掲）

訪日外国人を含めて誰も
が円滑に移動、活動でき
るストレスフリー社会の実
現を目指し、民間事業者
がナビゲーション等の
サービスを提供するため
の、基盤となる屋内外電
子地図等の空間情報イン
フラの整備・活用の検討・
実証を実施

－

・空間情報インフラの面的な
整備・活用実証の実施（空港
や競技場等における屋内外
シームレス誘導や業務効率
化などのサービス見える化実
証）
・屋内地図の整備、更新、流
通に向けた体制の立ち上げ、
空間情報インフラ整備ガイド
ラインの補完
・将来的に実現を目指す新た
なサービスの検討（施設管理
面からのサービス検討）

・空間情報インフラの面的な
整備・活用実証の実施（オリ
パラ関連施設等における実
証の実施）
・将来的に実現を目指す新た
なサービスの検討（施設管理
面からのサービス検討）

観光庁

多言語翻訳アプリの開発
（観光立国実現に向けた
アクション・プログラム
2015）

－

地域における観光振興に資
するため、観光案内所等での
実証等での連携を行い、課題
等を抽出

多言語音声翻訳システムの
高度化の進捗に合わせ、引
き続き観光案内所等での実
証等での連携を行い、同シス
テムの評価を実施

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
るデバイス・ハード等分野
横断的な共通基盤技術を
産学官の連携体制で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

大規模社会実証を通じた改
良を実施し、実用化が可能な
クラウド型翻訳サービスプ
ラットフォームを確立

総合戦略2015の記載内容 各省事業・施策
各省事業・施策
（社会実装）

（１）
多言語音声翻
訳システム（大
会プロジェクト
①の一部を含
む）

・ コーパスの充実
化と持続可能な管
理・運用方法の確
立
 【総務省、文部科
学省】

お・総01

多言語音声翻訳サービス
を確実に社会実装するた
めに、病院、ショッピング
センター、観光地、公共交
通機関等の拠点で社会実
証を実施

・ 多言語音声翻訳
技術を搭載したロ
ボットやウェアラブ
ル端末等利用シー
ンに応じた様々な
端末の開発
 【総務省、経済産
業省】

お・総01
多言語音声翻訳アプリ
ケーションの社会実証の
実施

・ 開発した要素技術を組
み合わせ、大会までに多
言語音声翻訳システムを
実用化
・ 翻訳性能として現状のＴ
ＯＥＩＣ600点程度から700
点程度を達成
・ 2020年までに10言語程
度で高精度な翻訳を実現

・日英中韓の４言語間の翻訳
可能分野を医療分野に拡大
し、ほとんど支障なく利用でき
るレベルを目指して取組みを
実施
・旅行会話の翻訳が可能な言
語として３言語を追加

・日英中韓の４言語間の翻訳
可能分野をさらに１分野（例：
買い物分野）及びその他に拡
大し、ほとんど支障なく利用で
きるレベルを目指して取組み
を実施
・旅行会話の翻訳が可能な言
語として２言語を追加

・日英中韓の４言語間の翻訳
可能分野を計５分野まで拡大
し、ほとんど支障なく利用でき
るレベルを目指して取組みを
実施
・旅行会話の翻訳が可能な言
語として２言語追加

・ 利用シーンとして観光の
みならず、病院等の医療
現場や災害情報提供時の
多言語音声翻訳を実現
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・ 多視点映像の撮
影・圧縮・記録・伝
送・表示技術の開
発
【総務省】

地・総03
（再掲）

3次元映像の生成・分析・
配信技術等の開発

地・総03
（再掲）

テストベットを用いた社会
実装の推進

－
移動物体の検出･移動推測
技術や三次元モデルの自動
構築処理技術等の基本設計

移動物体の検出･移動推測
技術や三次元モデルの自動
構築処理技術等の試作･検
証

・３次元映像を生成する技術
の確立を目指す取組みを実
施
・大会観戦等を想定した３次
元映像の社会実証・デモンス
トレーションの実施へ向け、３
次元映像の試験的構築

・ 革新的な映像表
示を可能とするデ
バイス技術の開発
 【経済産業省】

お・経01

印刷技術を駆使して、薄
型・軽量・柔軟・耐衝撃性・
大面積などの特徴を有し
たエレクトロニクス素子・
回路の製造プロセスを確
立

経済産業省

展示会等を活用して研究
成果の広報を行い、民間
企業による印刷エレクトロ
ニクス技術・製品の事業
化の推進・普及を支援

・高性能フレキシブルデバイ
スの製造実証
・要素技術の集積による連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦90秒/m2）

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦180秒/m2）

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦90秒/m2）

フィルム搬送型設備にて連続
印刷プロセス開発
（生産ﾀｸﾄ≦45秒/m2）

地・総03
（再掲）

3次元映像の生成・分析・
配信技術等の開発

地・総03
（再掲）

テストベットを用いた社会
実装の推進

－
産学官によるフォーラム等と
連携し、システム化に向けた
基本方針を検討

システムの基本設計の検討

・モデル地区による社会実証
の推進、実用化に向けた詳
細検討等
・大会観戦等を想定した実験
の実施に向け映像配信シス
テムの試験構築

経済産業省
革新的な映像表示を可能
とするデバイス技術の研
究開発成果の普及の促進

経済産業省
展示会等を活用して研究
開発の成果を実装した製
品の市場を開拓

－
研究開発成果の評価と社会
実装の促進に向けた検討

研究開発の進捗状況等を踏
まえた社会実装の検討

研究開発の進捗状況等を踏
まえた社会実装の検討

（２）
空間映像シス
テム（大会プロ
ジェクト⑧）

・ 臨場感を高める立体映
像等の体験を大会で実現
・ 大会期間中に映像技術
を用いて、例えば金メダル
を獲得した選手とともに競
技を行っているような新し
い映像体験の実現

・ 民間事業者との
協調による映像シ
ステムの提供に向
けたシステムの検
討
 【総務省、経済産
業省】

・ ３次元映像技術の医療
分野や他の産業分野への
適用
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お・総02

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

お・総02

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

お・国01
VDESの開発、灯浮標等
によるビッグデータ収集技
術の開発を実施

お・国01

船舶交通の安全・安心を
めざした取り組みを実施
(ビックデータ収集、航海
支援情報提供)

－
・VDESの性能要件の国際検
討、プロトタイプ機の実証
・通信方式の確定

・VDESの性能要件の国際検
討、プロトタイプ機の実証
・灯浮標等への機器取り付
け、データ収集

・VDESの一部運用開始予定
・灯浮標等への機器取り付
け、データ収集

お・総02

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

お・総02

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

（３）
サイバーフィジ
カルシステム
（大会プロジェ
クト⑦の一部を
含む）

・ データ流通市場
創出のための環境
整備 【経済産業省】 ・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する

①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

・ リアルタイムセン
シング技術の開発
【総務省、経済産業
省】

・ データ収集と利活用を
一元化するプラットフォー
ムの構築
・ 人の流れの円滑化や不
審物・不審行動の効率的
な早期発見による危険回
避の実現
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お・総02

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

お・総02

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・文01
（再掲）

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
（再掲）

プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

お・国01
船舶等の動静把握技術の
開発を実施

お・国01

船舶交通の安全・安心を
めざした取り組みを実施
（ビックデータ収集、不審
船舶の把握）

－
・船舶等動静監視技術の検
討

・船舶等動静監視システムの
設計

・船舶等動静監視システムプ
ロトタイプの検証

（３）
サイバーフィジ
カルシステム
（大会プロジェ
クト⑦の一部を
含む）

・ 実世界へのフィー
ドバックの最適化を
図るための、ＩｏＴに
よる効率的なデータ
収集・利活用、ＡＩに
よる予測精度向上
等を実現するビッグ
データの処理・解
析・利活用技術の
開発　 【総務省、文
部科学省、経済産
業省】

・ データ収集と利活用を
一元化するプラットフォー
ムの構築
・ 人の流れの円滑化や不
審物・不審行動の効率的
な早期発見による危険回
避の実現

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。
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お・総02

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

お・総02

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・文01
（再掲）

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
（再掲）

プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

サイバーフィジ
カルシステム
（大会プロジェ
クト⑦の一部を
含む）

・ 暗号化・匿名化・
認証などの情報セ
キュリティ技術の開
発 【総務省、経済
産業省】

・ データ収集と利活用を
一元化するプラットフォー
ムの構築
・ 人の流れの円滑化や不
審物・不審行動の効率的
な早期発見による危険回
避の実現

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。158



内閣府

移動最適化システムによ
り、利用者に「おもてなし」
の価値を提供するための
サービス仕様を策定し、
サービス提供の前提とな
るCPSを構築し、サービス
の実証を実施

内閣府

大会で提供するサービス
をCPS構築により実現可
能かを技術的に検証し、
利用者（オリパラ運営ス
タッフ、ユーザ）のサービ
ス受容性を評価し、2019
年度の実運用リハーサル
に繋げる取組みを推進

－
CPS小規模版のサービス仕
様書、要求仕様書、要件定義
書を策定

・CPS小規模版構築手順書、
運用手順書を策定
・CPS小規模版構築
・技術検証、サービス性検証

・CPS大規模版のサービス仕
様書、要求仕様書、要件定義
書、構築手順書、運用手順書
を策定

お・総02

様々な機器からの爆発的
なデータ量をリアルタイム
かつ的確に把握し高度な
分析・判断を行うネット
ワーク基盤技術及び多様
なIoTサービスに対応する
ための共通基盤技術を確
立

お・総02

産学官の連携推進体制と
して「スマートIoT推進協議
会（仮称）」を創設し、本施
策を核とした技術開発、実
用化を見据えた広範な社
会実証や国際標準化活動
等を産学官連携の下で実
施

－

・総合的な推進体制の構築
・実証実験地区の選定
・スマートIoTサービス共通基
盤及び革新的ネットワーク基
盤技術の基礎検討

・実証実験地区における社会
実証の開始
・基礎検討を踏まえた実証環
境等の検討等

・実証実験地区における社会
実証の推進
・実用化に向けた詳細検討等

も・文01
（再掲）

将来を見越して、他分野
で活用可能な高度な人工
知能が搭載されたプラット
フォームを構築
データサイエンティストや
サイバーセキュリティ、人
工知能技術に係る高度人
材の育成、並びに独創的
な新規領域の開拓者の養
成

も・文01
（再掲）

プラットフォームを構築し、
情報科学技術に関わる研
究者育成を実施

経済産業省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

・革新的な人工知能を中核と
したプラットフォームの構築に
向けて、ネットワークを構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・革新的人工知能に関する理
論的な見通しを立て、技術開
発の方向性を確立するととも
に、革新的な人工知能プラッ
トフォームを一部構築
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

・プラットフォームプロトタイプ
の実現
・データサイエンティストや、
サイバーセキュリティ、人工
知能技術に係る高度人材を
年500人程度養成
・新領域を開拓する革新的で
萌芽的な研究を100課題支援

も・経05
（再掲）

IoT推進のために必要とな
る分野横断的な共通基盤
技術を産学官の連携体制
で開発
本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
人工知能分野において基
礎研究を応用に結びつけ
ることで、実用化やベン
チャー企業の創出等と基
礎研究の進展の好循環
（エコシステム）を形成

も・経05
（再掲）

・関連知財の集約化等を
図ることで研究成果の普
及を促進
・本年設立した「人工知能
研究センター」を中心に、
先進的な人工知能技術を
実世界に広く、かつ迅速
に普及させる
・課題となる規制・制度改
革やルール形成の検討や
実証等を行うことで世界に
先駆けたデータ駆動社会
の実現を推進

「人工知能研究センター」の
設立（済み）を含む、産官学
連携による推進体制の構築
文部科学省との共同事業を
はじめとする他省庁との連携
を検討

お・国01
船舶動態予測技術の開発
の実施

お・国01

船舶交通の安全・安心を
めざした取り組みの実施
(ビックデータ解析、効率
的な管制、リスク判定)

－
・船舶動態予測プロトタイプの
実装

・船舶動態予測プロトタイプの
検証、気象・海象情報等の利
用検討

・船舶動態予測プロトタイプの
検証、気象・海象情報等の利
用検討

内閣官房
内閣府
警察庁
総務省
経済産業省
国土交通省

・2030年頃のＩｏＴ社会の深化に向け、共通基盤技術を開発する
①センサでの情報処理（エッジ処理）が可能なインテリジェントデータ収集システム
②ノイマンボトルネックを解消し、低エネルギーで高速にデータを処理する技術や、低エネ
ルギー・大容量のストレージ技術
③ビッグデータを低エネルギーかつ高速に処理する革新的人工知能専用計算機技術
④サイバー攻撃からシステムを守るためのセキュリティ技術
・また、人工知能技術については、「人工知能研究センター」で、実世界応用を指向した大
規模目的研究と、その成果を実用化に結びつけるための研究開発、さらには、評価手法・
ベンチマークデータセット等の共通基盤技術の整備等を行う。

（３）
サイバーフィジ
カルシステム
（大会プロジェ
クト⑦の一部を
含む）

・ データ収集と利活用を
一元化するプラットフォー
ムの構築
・ 人の流れの円滑化や不
審物・不審行動の効率的
な早期発見による危険回
避の実現

プロジェクト⑦継続検討による事業計画策定

・ 民間企業と連携し
たプラットフォーム
構築による実証事
業の検討
【内閣官房、内閣
府、警察庁、総務
省、文部科学省、経
済産業省、国土交
通省】

（４）社会実装
に向けた主な
取組

取組の内容 施策番号

・ 映像配信規格の標準化等 【総務省、経済産業省】 地・総03（再掲）

・ 個人情報をはじめとする各種情報の流通に対する社会受容性の熟成と動機づけ 【内閣官房、内閣府】 お・総02、も・文01（再掲）、も・経05（再掲）

・ 実証事業実現のためのプロトタイプ構築及び小規模実証着手の準備 【内閣官房、内閣府、警察庁、総務省、文部科学省、経済産業省、国土交通省】 お・総01、お・総02、も・文01（再掲）、も・経05（再掲）、お・国01
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